（別紙）

特定事業所集中減算の取り扱いについて


１　届出が必要な場合
　　判定期間に作成された居宅サービス計画について、それぞれの訪問介護等サービ
　スにつき、次の計算式により計算し、いずれかのサービスの値が80％を超えた場合

	当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数　÷　当該サービスを位置付けた計画数


※「紹介率最高法人」… 最も多く居宅サービス計画に位置づけられている法人


２　届出様式
（１）特定事業所集中減算に係る算定記録＜参考様式＞

（２）正当な理由がない場合は、集中減算の対象となるため、算定記録に加えて以下２点の書類も提出してください（前回に引き続き減算になる場合を除く）。
①介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
②介護給付費算定に係る体制等に関する届出書


３　提出期限

	区分
	判定期間
	提出期限
	減算適用期間

	前期
	３月１日～８月末日
	９月１５日
	１０月１日～３月末日

	後期
	９月１日～２月末日
	３月１５日
	４月１日～９月末日




４　提 出 先　〒370-1192
　　　　　　　玉村町下新田２０１
　　　　　　　健康福祉課　介護保険係
      ※封筒表面に「算定記録　在中」と朱書きしてください。


５　対象サービス
訪問介護，通所介護・地域密着型通所介護，福祉用具貸与





６　正当な理由の範囲
　正当な理由の有無は、事業所からの書類提出後、市町村において個別に判断することとされており、報告された理由を不適当と判断した場合は、特定事業所集中減算が適用されます。
　　　また、正当な理由について、形式的に要件を満たした場合であっても、市町村が実施する実地指導等により、サービス提供の実態がいわゆる「囲い込み」と判断された場合には、減算の対象となります。

（１）居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域に、各サービスごとの事業所数が
５事業所未満である場合

（２）特別地域居宅介護支援加算を算定している居宅介護支援事業所である場合

（３）判定期間の月平均の居宅サービス計画件数が、居宅介護支援事業所全体で
２０件以下である場合

（４）居宅介護支援事業所において、対象サービスを位置づけた居宅サービス計画
件数が月平均１０件以下の場合

（５）サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより
特定の事業者に集中していると認められる計画数を除外して再計算すると
[bookmark: _GoBack]８０％以下となる場合


※　注意事項
８０％を超えるに至ったことについて、正当な理由がある場合には、上記の該当する番号を算定記録の番号欄へ記入してください。
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